
■調査概要　

調査名：令和元年度男女共同参画に関する世論調査
目的：男女共同参画の視点から県民の日常生活における性別役割分担等の意識や実態等を把握し、
　　　　今後の男女共同参画の施策の基礎データとする。
調査期間：令和元年10月～11月
調査対象者：18歳以上の県内在住者
標本数：2,000人

■調査結果（抜粋）　

○　夫婦間、生活の本拠を共にする交際相手の暴力の有無（男女計）

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

○　女性に対する暴力をなくすための方策（複数回答）

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

○　メディアにおける性や暴力の表現（複数回答） （％）

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

身体的暴行（例：なぐったり、物を投げつけたりするなどの身体に対する暴行）

心理的攻撃（例：精神的な嫌がらせ、恐怖を感じるような脅迫）
経済的圧迫（例：給料や貯金を勝手に使われる、生活費を渡さないなど）
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性的強要（例：性的な行為を強要される、避妊に協力しないなど）

愛媛県令和元年度男女共同参画に関する世論調査
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項　　　　　　　　　　目

社会全体の性に対する道徳観・倫理観が損なわれている

女性の性的側面を過度に強調するなど、行き過ぎた表現が目立つ

女性のイメージや男性のイメージについて偏った表現をしている

そのような表現を望まない人や子どもの目に触れないような配慮が足りない
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被害女性のための相談所や保護施設を整備する

捜査や裁判での担当者に女性を増やす

学校における男女平等や性についての教育を充実させる

過激な内容のDVD、ゲームソフト等の販売や貸出、配信の制限

ＤＶ被害者に対する支援体制の強化

家庭における男女平等や性についての教育を充実させる

メディアが倫理規定を強化する

被害女性を支援し、暴力に反対する市民運動を盛り上げる

その他

特に対策の必要はない

わからない
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○　性別役割分担意識 （％）

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

○　各分野における男女の地位の平等感 　　 （％）

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

○　子どもに受けさせたい教育＜性別＞

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

○　教育に対する意識 （％）

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

項　　　　　　　　　　　　　　目 肯定的意見 否定的意見 どちらともいえない

項　　目
平等に
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非常に優遇
されている
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男性の方が優遇
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女性の方が
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されている

どちらかといえば
女性の方が優遇
されている

わからない

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方に賛成である 9.6 62.1 25.8
仕事を持っている場合でも、家事・育児は女性がすべき 12.2 64.5 20.8
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職場の中で 19.7 10.6 48.0 1.1 4.8 12.9
家庭の中で 29.1 8.0 47.4 1.7 4.8

16.9
社会通念や慣習などで 10.4 17.1 55.9 0.7 1.0 11.8
地域社会の中で 20.4 10.2 44.9 0.7 4.3

15.7
政治の分野で 12.7 21.7 48.2 0.3 1.4 12.8
法律や制度のうえで 30.8 7.2 37.8 1.1 4.1

18.0学校教育の分野で 46.1 4.1 25.2 0.3 3.3
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無回答

男の子は男の子らしく、女の子は女の子らしくしつけるのがよい 44.5 25.8 27.1 2.6
性別にこだわらず、子どもの個性を伸ばす方がよい 89.8 2.2 5.7 2.3

知的な能力は、性別による差よりも個人差の方が大きい 82.1 4.4 9.5 4.0

学校で出席簿の順番など「男子が先」という習慣をなくした方がよい 35.9 16.5 43.8 3.7
女性は文系、男性は理系の分野が向いている 3.9 60.7 31.9 3.5
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大学院まで 子ども次第 その他・わからない
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（％）

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

○　女性リーダーを増やすときの障がい（複数回答）

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

○　生活の中での優先順（希望、現実・現状）

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

無回答
○　女性がもっとついた方がよい役職や公職      

項　　　　　　　　目 そう思う そう思わない わからない

ＰＴＡ会長 45.9 20.0 30.0 4.1
町内会長･自治会長 42.0 22.6 32.0 3.4

県や市町村の審議会委員 59.3 11.7 25.4 3.6
職場の管理職 59.3 15.0 21.5 4.3

知事や市町村長 55.2 15.6 25.3 3.9
国、県、市町村の議会議員 63.2 11.8 21.8 3.2
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保育・介護の支援などの公的サービスが不十分

男性や顧客が女性リーダーを希望しない

長時間労働の改善が不十分

女性自身がリーダーになることを希望しない

現時点では、必要な知識や経験などを持つ女性が少ない

企業などにおいては、管理職になると広域異動が増える

その他

わからない
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「仕事」を優先したい 「家庭生活」を優先したい

「地域・個人の生活」を優先したい 「仕事」と「家庭生活」をともに優先したい

「仕事」と「地域・個人の生活」をともに優先したい 「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先したい

「仕事」と「家庭生活」と「地域・個人の生活」すべて優先したい わからない

無回答
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○　家庭内における家事・育児・介護の分担について

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

○　育児・介護に対する社会支援について

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

○　女性の労働条件（愛媛県）

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」

○  出産後働き続けるために家庭・社会・職場において必要なこと（複数回答）

資料出所：愛媛県「令和元年度男女共同参画に関する世論調査」
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